
事務事業評価の試行実施について 

１ 試行実施の目的 

 効率的・効果的な行財政運営を図るための評価の新たな仕組みを検討するため、必

要性、有効性、成果指標等に加えて、新公会計制度に基づく事業ごとのコスト・スト

ック情報を含めた事務事業評価の試行を実施した。 

２ 評価対象事業 

「令和３年度 主要施策の成果報告書」の予算事務事業（４２事業） 

３ 評価シート 

別紙のとおり 

４ 試行実施の課題 

 （１）新公会計制度に対する職員の知識向上 

・研修の実施、専門的な見地からの分析・評価に対する支援が必要。 

（２） 評価基準（評価シート）の再検討 

   ・評価項目の定義を明確にする。 

・記載方法の統一を図る。 

（３）財務諸表の活用による分析 

・経年比較、勘定科目別構成比等により分析する。 

（４）所管部局の事務負担軽減 

   ・評価シート記載マニュアルを整備する。 

（５） 区民への周知 

   ・適切な周知方法を検討する。 

５ 令和５年度予定 

（１）事務事業評価 

   ・「品川区新公会計制度基本方針」に基づき、財務諸表を活用した事務事業

評価を実施する。 

（２）政策評価 

   ・区民・有識者等で構成する外部評価委員会を設置し、区民の意見を踏まえ

た政策評価を実施する。 

（３）スケジュール 

    ６～９月 事務事業評価実施 

    ７～10 月  事前検討会（政策評価） 

    11 月   外部評価委員会（政策評価） 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年２月２８日 
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